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１．当四半期決算に関する定性的情報
（１）連結経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和を背景に、雇用・所得環境の改善
が続くなか緩やかな回復基調で推移しましたが、景気の先行きは、消費税増税前の駆け込み需要の反動の長期化や
欧州経済・新興国経済の減速による海外景気の下振れ、円安に伴う輸入原材料の高止まり等により不透明な状況と
なっております。
当業界におきましては、政府の建設投資と民間の建設投資は緩やかな回復基調ではあるものの、労務単価や資機

材価格の高騰等のコスト上昇圧力により厳しい経営環境が続いております。
この様な状況の中、当社は独占禁止法違反行為があったとして、国土交通省関東地方整備局より平成26年４月25

日から同年７月23日までの90日間「全国における電気工事業に関する営業のうち、民間工事に係るもの」について
営業停止処分を受け、当社の電気設備工事事業部門の受注高及び完成工事高は、前年同期より減少しました。利益
面においても営業停止処分及び工事採算低下の影響等により、前年同期より減少しました。しかしながら、当社は
資材コストの圧縮、人員配置の効率化による社外流出費の削減策及び固定費削減策等の諸施策を強力に推進し、業
績への影響を最小限に止め、平成26年４月28日に公表いたしました第２四半期（累計）連結業績予想を上回ること
ができました。
以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は142億60百万円（対前年同期比1.1％減）、営業損失は７億61

百万円、経常損失は７億50百万円、四半期純損失は５億15百万円となりました。
セグメント別の業績は、次のとおりです。
①電気設備工事事業
電気設備工事事業では、営業停止処分の影響により、受注工事高は84億43百万円（対前年同期比36.5％減）と

なりました。一方、完成工事高は、103億０百万円（対前年同期比0.7％減）となりました。
②商品販売事業
商品販売事業では、主力の機器品、冷熱品は概ね前年同期の水準を維持しましたが、重電品の大型案件減少の

影響等により、商品売上高は39億60百万円（対前年同期比2.3％減）となりました。
 
（２）連結財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、228億58百万円となり、前連結会計年度末に比べ、62億42百万
円減少いたしました。負債は、111億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ、55億80百万円減少いたしまし
た。また、純資産は、117億54百万円となり、前連結会計年度末に比べ、６億61百万円減少いたしました。

 
（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成27年３月期の業績予想につきましては、平成26年４月28日に公表いたしました業績予想に変更はありませ
ん。
なお、当社グループの主たる事業分野である電気設備工事事業においては、契約により第１四半期連結会計期

間、第２四半期連結会計期間、第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間に工事の完成引渡しを行
う割合が大きいことから、完成工事高が第４四半期連結会計期間に増加する傾向があるため、業績に季節的変動が
あります。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用については、「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第19項の規定により、「中間財務諸表等
における税効果会計に関する実務指針」第12項（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算しております。

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更 
（退職給付に関する会計基準等の適用） 
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下
「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた
定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込
額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を加重平均期間アプ
ローチへ変更しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し
ております。
この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が167百万円及び退職給付に係る資産が135百

万円それぞれ増加し、利益剰余金が20百万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経
常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,894 1,391 

受取手形・完成工事未収入金等 17,562 13,027 

未成工事支出金 143 173 

商品 302 344 

短期貸付金 2,292 549 

繰延税金資産 362 628 

その他 496 547 

貸倒引当金 △3 △2 

流動資産合計 23,051 16,660 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 1,234 1,180 

土地 947 947 

その他（純額） 63 61 

有形固定資産合計 2,245 2,189 

無形固定資産 124 99 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,624 1,645 

退職給付に係る資産 1,563 1,769 

繰延税金資産 74 87 

その他 606 594 

貸倒引当金 △189 △188 

投資その他の資産合計 3,678 3,908 

固定資産合計 6,049 6,198 

資産合計 29,100 22,858 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 12,378 6,869 

短期借入金 600 880 

未払法人税等 99 54 

未成工事受入金 915 779 

賞与引当金 492 415 

完成工事補償引当金 10 10 

工事損失引当金 413 419 

その他 803 530 

流動負債合計 15,713 9,959 

固定負債    

退職給付に係る負債 613 810 

役員退職慰労引当金 150 138 

その他 207 195 

固定負債合計 971 1,144 

負債合計 16,684 11,104 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,520 1,520 

資本剰余金 1,070 1,070 

利益剰余金 9,274 8,649 

自己株式 △45 △46 

株主資本合計 11,819 11,194 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 71 86 

為替換算調整勘定 176 138 

退職給付に係る調整累計額 290 276 

その他の包括利益累計額合計 539 501 

少数株主持分 57 58 

純資産合計 12,416 11,754 

負債純資産合計 29,100 22,858 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高    

完成工事高 10,370 10,300 

商品売上高 4,051 3,960 

売上高合計 14,422 14,260 

売上原価    

完成工事原価 9,367 9,783 

商品売上原価 3,437 3,363 

売上原価合計 12,805 13,146 

売上総利益    

完成工事総利益 1,002 517 

商品売上総利益 614 597 

売上総利益合計 1,616 1,114 

販売費及び一般管理費 1,916 1,875 

営業損失（△） △299 △761 

営業外収益    

受取利息 6 8 

受取配当金 9 8 

受取家賃 39 43 

その他 8 5 

営業外収益合計 63 66 

営業外費用    

支払利息 9 8 

売上割引 15 18 

賃貸費用 27 27 

その他 2 0 

営業外費用合計 54 56 

経常損失（△） △290 △750 

税金等調整前四半期純損失（△） △290 △750 

法人税等 △88 △237 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △201 △513 

少数株主利益 3 2 

四半期純損失（△） △205 △515 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △201 △513 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 15 14 

為替換算調整勘定 97 △38 

退職給付に係る調整額 － △14 

その他の包括利益合計 112 △37 

四半期包括利益 △89 △550 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △93 △552 

少数株主に係る四半期包括利益 3 2 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △290 △750 

減価償却費 79 75 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △2 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △76 6 

賞与引当金の増減額（△は減少） 9 △76 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 17 

前払年金費用の増減額（△は増加） △75 － 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △80 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12 △11 

受取利息及び受取配当金 △15 △16 

支払利息 9 8 

売上債権の増減額（△は増加） 3,032 4,530 

未成工事支出金の増減額（△は増加） △98 △29 

たな卸資産の増減額（△は増加） △62 △42 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,390 △5,497 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 79 △135 

未収消費税等の増減額（△は増加） 12 △98 

未払消費税等の増減額（△は減少） 60 △214 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △77 45 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 6 △60 

その他 △2 △0 

小計 222 △2,334 

利息及び配当金の受取額 15 16 

利息の支払額 △9 △7 

法人税等の支払額 △137 △69 

営業活動によるキャッシュ・フロー 91 △2,394 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） △347 246 

有形固定資産の取得による支出 △9 △7 

無形固定資産の取得による支出 △5 △2 

投資有価証券の売却による収入 1 0 

短期貸付金の純増減額（△は増加） △832 1,743 

その他の支出 △29 △30 

その他の収入 56 38 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,167 1,988 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 150 280 

自己株式の増減額（△は増加） △0 △0 

配当金の支払額 △81 △88 

その他 △13 △12 

財務活動によるキャッシュ・フロー 54 177 

現金及び現金同等物に係る換算差額 37 △18 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △984 △247 

現金及び現金同等物の期首残高 2,495 1,629 

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,511 1,382 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

４．補足情報

受注及び販売の状況

連結受注高実績

種類別受注実績内訳

  平成26年３月期 平成27年３月期 
増減 

  第２四半期連結累計期間 第２四半期連結累計期間 

  金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

  (百万円) (％) (百万円) (％) (百万円) (％) 

屋 内 線 工 事 11,376 65.6 7,550 60.9 △3,826 △33.6 

そ の 他 工 事 1,929 11.1 892 7.2 △1,036 △53.7 

工 事 部 門 計 13,306 76.7 8,443 68.1 △4,862 △36.5 

商 品 販 売 4,051 23.3 3,960 31.9 △91 △2.3 

合    計 17,358 100.0 12,403 100.0 △4,954 △28.5 
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